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はじめに

教育のあり方が議論されている。しかし、その議論をしている人々は日々汗をして働い

ている人々ではない。教育を受けた者の大半は働いている人々である。働く人にとってそ

れまで受けてきた教育は労働の能力となるため、働く人も教育の意味を問うことが重要に

なる。

そこで、教育の効果を見るために、労働者が抱いている教育訓練のあり方を検討するこ

とは極めて重要であると思われる。本研究はこのような問題意識により実施された。

本研究はアンケート調査と研究委員の施設訪問による担当者等へのインタビューにより

行われた。また、本研究はアメリカの労働者との比較により、日米両国の労働者の意識か

ら見た教育・訓練の課題の解明を試みている。

研究結果として特徴的なことの第一は、日米労働者の差異として、学校において学んだ

教科が現在の仕事や生活に役立っているとする評価は、アメリカの労働者が日本の労働者

よりも高い値を示していることである。

一方、両国の労働者の類似した点は、それらの教科の学習よりも、学校時代に経験した

様々な活動が現在の仕事や生活に役立っているとしている点である。特に際立っている点

は、現在の仕事に最も役立っていることとして、仕事に就いてから学んだことが学校にお

いて学んだ教科よりも高いと評価している点である。

本研究で明らかとなった日米の労働者の教育・訓練に対する評価は極めてマクロではあ

るが、今後の日本の教育を考える上でも、職業訓練のあり方を考える上でも有効な資料と

なりうると思われる。よろしくご批判をいただきたい。

今後はさらに、このような意識が生じる背景と、要因を解明しなければならない。

最後にご多忙な中にもかかわりませず、本研究のアンケート調査等にご協力下さった各

地の職業能力開発施設の関係者と受講者の皆様にお礼申し上げます。
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